
〈自己資本の構成に関する開示事項〉

本項において、「自己資本比率告示」とは平成１８年金融庁告示第１９号を指しております。

自己資本の充実の状況

●連結自己資本比率

経過措置による不算入額

（単位：百万円）

コア資本に係る基礎項目
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る株主資本の額
うち、資本金及び資本剰余金の額
うち、利益剰余金の額
うち、自己株式の額（△）
うち、社外流出予定額（△）
うち、上記以外に該当するものの額

コア資本に算入されるその他の包括利益累計額
うち、為替換算調整勘定
うち、退職給付に係るものの額

普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る新株予約権の額
コア資本に係る調整後非支配株主持分の額
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
うち、適格引当金コア資本算入額

適格旧非累積的永久優先株の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額の
うち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当する額の
うち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
コア資本に係る基礎項目の額                                                                                       （イ）

コア資本に係る調整項目
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額
うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む。）の額
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
退職給付に係る資産の額
自己保有普通株式等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通株式等の額
特定項目に係る十パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

特定項目に係る十五パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

コア資本に係る調整項目の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （ロ）
自己資本
自己資本の額 （（イ）－（ロ））　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （ハ）

リスク・アセット等
信用リスク・アセットの額の合計額
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）
うち、繰延税金資産
うち、退職給付に係る資産
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
うち、上記以外に該当するものの額

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセット等の額の合計額                                                                                 （ニ）

連結自己資本比率
連結自己資本比率 （（ハ）／（ニ））

項目
平成28年9月期

経過措置による不算入額
平成27年9月期

△

△

△

△

△

（注）海外営業拠点を有さないため、自己資本比率は国内基準が適用されます。

△

△

△

△
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●単体自己資本比率

経過措置による不算入額

（単位：百万円）

コア資本に係る基礎項目
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る株主資本の額
うち、資本金及び資本剰余金の額
うち、利益剰余金の額
うち、自己株式の額（△）
うち、社外流出予定額（△）
うち、上記以外に該当するものの額

普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る新株予約権の額
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
うち、適格引当金コア資本算入額

適格旧非累積的永久優先株の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額の
うち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当する額の
うち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
コア資本に係る基礎項目の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（イ）

コア資本に係る調整項目
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額
うち、のれんに係るものの額
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通株式等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通株式等の額
特定項目に係る十パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

特定項目に係る十五パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

コア資本に係る調整項目の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ロ）
自己資本
自己資本の額 （（イ）－（ロ））　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （ハ）

リスク・アセット等
信用リスク・アセットの額の合計額
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）
うち、繰延税金資産
うち、前払年金費用
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
うち、上記以外に該当するものの額

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセット等の額の合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ニ）

自己資本比率
自己資本比率 （（ハ）／（ニ））

項目
平成28年9月期

経過措置による不算入額
平成27年9月期

（注）海外営業拠点を有さないため、自己資本比率は国内基準が適用されます。

△

△

△

△

△
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〈定量的な開示事項〉
自己資本の充実度

●リスク・アセットの額及び所要自己資本の額

リスク・アセットの額 所要自己資本の額リスク・アセットの額 所要自己資本の額

（単位：百万円）

信用リスク　（A）

標準的手法が適用されるエクスポージャー

内部格付手法適用会社

標準的手法適用会社

内部格付手法が適用されるエクスポージャー

事業法人向け

特定貸付債権

中堅中小企業向け

ソブリン向け

金融機関等向け

居住用不動産向け

適格リボルビング型リテール向け

その他リテール（事業性）向け

その他リテール（消費性）向け

株式等

　うちマーケット・ベース方式（簡易手法）

　うちPD/LGD方式

みなし計算

証券化

購入債権

その他資産等

CVAリスク相当額を８％で除した額

中央清算機関関連

経過措置によりリスク・アセットに算入した額

(みなし計算・株式等を除く合計)

オペレーショナル・リスク　（B)

粗利益配分手法

合計　（C）＝（A）＋（B)

平成28年9月期平成27年9月期
連結

（注）1．信用リスク・アセットの額は担保・保証等の信用リスク削減効果を勘案した後の金額で、個別引当金等の適格引当金は勘案しておりません。
　　　　　なお、自己資本比率告示第152条で定められた1.06のスケーリングファクターを考慮しております。
　　　2．標準的手法が適用されるエクスポージャーの所要自己資本の額はリスク・アセットの額×８％で算出しております。
　　　3．内部格付手法が適用されるエクスポージャーの所要自己資本の額はリスク・アセットの額×８％＋期待損失額で算出しております。
　　　4．経過措置によりリスク・アセットに算入した額は、自己資本比率告示附則第８条第２項の定めによりリスク・アセットを算出した額であります。
　　　5．マーケット・リスク相当額にかかる額を算入しておりません。
　　　6．オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額はオペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額×８％で算出しております。

●その他金融機関等であって銀行の子法人等であるもののうち、規制上の所要自己資本を下回った会社の名称と所要自己資本を下回った額の総額
　該当ありません。
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リスク・アセットの額 所要自己資本の額リスク・アセットの額 所要自己資本の額
信用リスク　（A）

標準的手法が適用されるエクスポージャー

銀行資産

内部格付手法が適用されるエクスポージャー

事業法人向け

特定貸付債権

中堅中小企業向け

ソブリン向け

金融機関等向け

居住用不動産向け

適格リボルビング型リテール向け

その他リテール（事業性）向け

その他リテール（消費性）向け

株式等

　うちマーケット・ベース方式（簡易手法）

　うちPD/LGD方式

みなし計算

証券化

購入債権

その他資産等

CVAリスク相当額を８％で除した額

中央清算機関関連

経過措置によりリスク・アセットに算入した額

(みなし計算・株式等を除く合計)

オペレーショナル・リスク　（B)

粗利益配分手法

合計　（C）＝（A）＋（B)

平成28年9月期

（単位：百万円）

平成27年9月期
単体

平成27年9月期 平成28年9月期
単体

平成27年9月期 平成28年9月期
連結

（単位：百万円）●総所要自己資本額

総所要自己資本額
（注）総所要自己資本額はリスク・アセットの額×４％で算出しております。

（注）1．信用リスク・アセットの額は担保・保証等の信用リスク削減効果を勘案した後の金額で、個別引当金等の適格引当金は勘案しておりません。
　　　　　なお、自己資本比率告示第152条で定められた1.06のスケーリングファクターを考慮しております。
　　　2．標準的手法が適用されるエクスポージャーの所要自己資本の額はリスク・アセットの額×８％で算出しております。
　　　3．内部格付手法が適用されるエクスポージャーの所要自己資本の額はリスク・アセットの額×８％＋期待損失額で算出しております。
　　　4．経過措置によりリスク・アセットに算入した額は、自己資本比率告示附則第８条第２項の定めによりリスク・アセットを算出した額であります。
　　　5．マーケット・リスク相当額にかかる額を算入しておりません。
　　　6．オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額はオペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額×８％で算出しております。
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（単位：百万円）

種類別
　標準的手法が適用されるポートフォリオ
　内部格付手法が適用されるポートフォリオ
合計
地域別
　国内計
　　京都・大阪・兵庫・奈良・滋賀
　　その他
　国外計
合計
業種別
　製造業
　農業、林業
　漁業
　鉱業、採石業、砂利採取業
　建設業
　電気・ガス・熱供給・水道業
　情報通信業
　運輸業、郵便業
　卸売業、小売業
　金融業、保険業
　不動産業、物品賃貸業
　各種サービス業
　地方公共団体
　個人
　その他
合計
残存期間別
　1年以下
　1年超3年以下
　3年超5年以下
　5年超7年以下
　7年超10年以下
　10年超
　期間の定めのないもの
合計

債券 デリバティブ その他

454
82,077
82,532

82,389
82,072
316
143

82,532

16,426
325
43
24

7,970
-

934
1,984
20,034
158
6,560
10,760

-
17,113
194

82,532

27,216
982,397
1,009,613

1,002,354
911,723
90,630
7,259

1,009,613

144,100
0
-

998
259
2,544
440
8,858
4,047

638,897
768
5,622
0

828
202,245
1,009,613

66,823
-
-
-
-
5

942,784
1,009,613

114
10,360
10,475

10,475
4,357
6,117
-

10,475

1,277
-
-
-
21
478
27
28

1,584
6,019
131
771
-
-

135
10,475

5,307
1,633
1,182
822
619
909
-

10,475

0
2,180,855
2,180,855

2,037,171
18,514

2,018,656
143,684
2,180,855

18,221
-
-
-

1,957
-

431
38,931
5,779

633,819
1,410
80,091
366,662

-
1,033,550
2,180,855

285,397
562,890
617,455
292,225
251,328
124,336
47,221

2,180,855

9,406
5,314,332
5,323,739

5,319,669
4,183,483
1,136,185
4,069

5,323,739

855,709
2,630
82

16,127
126,578
51,214
52,930
191,091
527,578
223,189
546,769
383,095
448,727
1,488,975
409,039
5,323,739

886,198
467,569
653,796
368,981
619,164
2,258,945
69,082

5,323,739

36,737
8,487,946
8,524,683

8,369,669
5,118,079
3,251,590
155,013
8,524,683

1,019,309
2,630
82

17,125
128,815
54,237
53,829
238,911
538,989
1,501,926
549,080
469,580
815,389
1,489,804
1,644,971
8,524,683

1,243,726
1,032,093
1,272,434
662,030
871,113
2,384,197
1,059,089
8,524,683

貸出金、コミット
メント及びデリバ
ティブ以外のオ
フ・バランスエク
スポージャー

三月以上延滞又
はデフォルトした
エクスポージャー

エクスポージャーの期末残高
平成28年9月期

連結
（単位：百万円）

種類別
　標準的手法が適用されるポートフォリオ
　内部格付手法が適用されるポートフォリオ
合計
地域別
　国内計
　　京都・大阪・兵庫・奈良・滋賀
　　その他
　国外計
合計
業種別
　製造業
　農業、林業
　漁業
　鉱業、採石業、砂利採取業
　建設業
　電気・ガス・熱供給・水道業
　情報通信業
　運輸業、郵便業
　卸売業、小売業
　金融業、保険業
　不動産業、物品賃貸業
　各種サービス業
　地方公共団体
　個人
　その他
合計
残存期間別
　1年以下
　1年超3年以下
　3年超5年以下
　5年超7年以下
　7年超10年以下
　10年超
　期間の定めのないもの
合計

債券 デリバティブ その他

496
93,824
94,320

94,160
93,904
255
160

94,320

17,805
458
19
47

8,848
-

1,175
2,288
24,484
566
8,577
10,738

-
19,071
238

94,320

22,826
1,062,075
1,084,902

1,081,778
1,043,763
38,014
3,124

1,084,902

143,951
0
-

998
278
2,554
441
7,152
4,738

717,389
773
5,632
0

979
200,013
1,084,902

12,636
1,779
-
-
-
3

1,070,482
1,084,902

29
8,712
8,742

8,742
3,412
5,329
-

8,742

1,130
-
-
-
24
278
34
35

1,011
5,326
154
716
-
-
29

8,742

2,816
1,867
1,572
1,127
690
667
-

8,742

0
2,256,559
2,256,559

2,105,326
16,901

2,088,424
151,233
2,256,559

17,522
-
-
-

924
-

373
61,967
3,643

602,482
664

120,543
353,036

-
1,095,401
2,256,559

367,935
564,862
668,456
372,098
175,089
67,557
40,560

2,256,559

10,142
4,888,466
4,898,608

4,895,339
3,926,525
968,813
3,269

4,898,608

839,121
2,465
66
688

128,766
44,158
52,621
155,127
516,601
167,139
490,724
362,931
353,582
1,431,718
352,895
4,898,608

864,785
485,062
540,136
381,698
476,055
2,088,943
61,926

4,898,608

32,998
8,215,814
8,248,812

8,091,185
4,990,603
3,100,582
157,627
8,248,812

1,001,724
2,465
66

1,686
129,993
46,991
53,470
224,282
525,995
1,492,337
492,316
489,824
706,618
1,432,697
1,648,339
8,248,812

1,248,174
1,053,572
1,210,165
754,924
651,835
2,157,171
1,172,969
8,248,812

貸出金、コミット
メント及びデリバ
ティブ以外のオ
フ・バランスエク
スポージャー

三月以上延滞又
はデフォルトした
エクスポージャー

エクスポージャーの期末残高
平成27年9月期

連結

（注）1. 地域別に関しては、貸出金等は勘定を有する営業店の所在地により区分しております。国内有価証券、コールローン等は｢国内　その他｣に計上しております。非居住者円貸出金、外国有価
証券は｢国外｣に計上しております。

　　　2. 業種別に関しては、国債、ファンド、現金、有形固定資産等は｢その他｣に計上しております。
　　　3. 残存期間別に関しては、株式、ファンド、現金、有形固定資産等は｢期間の定めのないもの｣に計上しております。
　　　4. デフォルトしたエクスポージャーには、内部格付手法を適用したエクスポージャーのうち与信先の債務者区分が｢要管理先｣以下であるものと、標準的手法を適用したエクスポージャーの

うち元本又は利息の支払が３か月以上延滞しているもの、または引当金勘案前でリスク・ウェイトが150％であるものを計上しております。
　　　5. 貸出金の残存期間別残高は、貸出金の最終期限により算出しております。
　　　6. CVAリスクに係るエクスポージャーは含まれておりません。

信用リスク
●信用リスクに関するエクスポージャー及び三月以上延滞又はデフォルトしたエクスポージャーの期末残高
 （種類別、地域別、業種別、残存期間別）

（信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く）

（注）1. 地域別に関しては、貸出金等は勘定を有する営業店の所在地により区分しております。国内有価証券、コールローン等は｢国内　その他｣に計上しております。非居住者円貸出金、外国有価
証券は｢国外｣に計上しております。

　　　2. 業種別に関しては、国債、ファンド、現金、有形固定資産等は｢その他｣に計上しております。
　　　3. 残存期間別に関しては、株式、ファンド、現金、有形固定資産等は｢期間の定めのないもの｣に計上しております。
　　　4. デフォルトしたエクスポージャーには、内部格付手法を適用したエクスポージャーのうち与信先の債務者区分が｢要管理先｣以下であるものと、標準的手法を適用したエクスポージャーの

うち元本又は利息の支払が３か月以上延滞しているもの、または引当金勘案前でリスク・ウェイトが150％であるものを計上しております。
　　　5. 貸出金の残存期間別残高は、貸出金の最終期限により算出しております。
　　　6. CVAリスクに係るエクスポージャーは含まれておりません。
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（単位：百万円）

種類別
　標準的手法が適用されるポートフォリオ
　内部格付手法が適用されるポートフォリオ
合計
地域別
　国内計
　　京都・大阪・兵庫・奈良・滋賀
　　その他
　国外計
合計
業種別
　製造業
　農業、林業
　漁業
　鉱業、採石業、砂利採取業
　建設業
　電気・ガス・熱供給・水道業
　情報通信業
　運輸業、郵便業
　卸売業、小売業
　金融業、保険業
　不動産業、物品賃貸業
　各種サービス業
　地方公共団体
　個人
　その他
合計
残存期間別
　1年以下
　1年超3年以下
　3年超5年以下
　5年超7年以下
　7年超10年以下
　10年超
　期間の定めのないもの
合計

債券 デリバティブ その他

貸出金、コミット
メント及びデリバ
ティブ以外のオ
フ・バランスエク
スポージャー

三月以上延滞又
はデフォルトした
エクスポージャー

エクスポージャーの期末残高
平成28年9月期

連結

（注）1. 地域別に関しては、貸出金等は勘定を有する営業店の所在地により区分しております。国内有価証券、コールローン等は｢国内　その他｣に計上しております。非居住者円貸出金、外国有価
証券は｢国外｣に計上しております。

　　　2. 業種別に関しては、国債、ファンド、現金、有形固定資産等は｢その他｣に計上しております。
　　　3. 残存期間別に関しては、株式、ファンド、現金、有形固定資産等は｢期間の定めのないもの｣に計上しております。
　　　4. デフォルトしたエクスポージャーには、内部格付手法を適用したエクスポージャーのうち与信先の債務者区分が｢要管理先｣以下であるものと、標準的手法を適用したエクスポージャーの

うち元本又は利息の支払が３か月以上延滞しているもの、または引当金勘案前でリスク・ウェイトが150％であるものを計上しております。
　　　5. 貸出金の残存期間別残高は、貸出金の最終期限により算出しております。
　　　6. CVAリスクに係るエクスポージャーは含まれておりません。
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（単位：百万円）

種類別
　標準的手法が適用されるポートフォリオ
　内部格付手法が適用されるポートフォリオ
合計
地域別
　国内計
　　京都・大阪・兵庫・奈良・滋賀
　　その他
　国外計
合計
業種別
　製造業
　農業、林業
　漁業
　鉱業、採石業、砂利採取業
　建設業
　電気・ガス・熱供給・水道業
　情報通信業
　運輸業、郵便業
　卸売業、小売業
　金融業、保険業
　不動産業、物品賃貸業
　各種サービス業
　地方公共団体
　個人
　その他
合計
残存期間別
　1年以下
　1年超3年以下
　3年超5年以下
　5年超7年以下
　7年超10年以下
　10年超
　期間の定めのないもの
合計

債券 デリバティブ その他
貸出金、コミットメン
ト及びデリバティブ
以外のオフ・バラン
スエクスポージャー

三月以上延滞又
はデフォルトした
エクスポージャー

エクスポージャーの期末残高
平成27年9月期

単体

（注）1. 地域別に関しては、貸出金等は勘定を有する営業店の所在地により区分しております。国内有価証券、コールローン等は｢国内　その他｣に計上しております。非居住者円貸出金、外国有価
証券は｢国外｣に計上しております。

　　　2. 業種別に関しては、国債、ファンド、現金、有形固定資産等は｢その他｣に計上しております。
　　　3. 残存期間別に関しては、株式、ファンド、現金、有形固定資産等は｢期間の定めのないもの｣に計上しております。
　　　4. デフォルトしたエクスポージャーには、内部格付手法を適用したエクスポージャーのうち与信先の債務者区分が｢要管理先｣以下であるものを計上しております。
　　　5. 貸出金の残存期間別残高は、貸出金の最終期限により算出しております。
　　　6. CVAリスクに係るエクスポージャーは含まれておりません。
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（単位：百万円）

種類別
　標準的手法が適用されるポートフォリオ
　内部格付手法が適用されるポートフォリオ
合計
地域別
　国内計
　　京都・大阪・兵庫・奈良・滋賀
　　その他
　国外計
合計
業種別
　製造業
　農業、林業
　漁業
　鉱業、採石業、砂利採取業
　建設業
　電気・ガス・熱供給・水道業
　情報通信業
　運輸業、郵便業
　卸売業、小売業
　金融業、保険業
　不動産業、物品賃貸業
　各種サービス業
　地方公共団体
　個人
　その他
合計
残存期間別
　1年以下
　1年超3年以下
　3年超5年以下
　5年超7年以下
　7年超10年以下
　10年超
　期間の定めのないもの
合計

債券 デリバティブ その他
貸出金、コミットメン
ト及びデリバティブ
以外のオフ・バラン
スエクスポージャー

三月以上延滞又
はデフォルトした
エクスポージャー

エクスポージャーの期末残高
平成28年9月期

単体

（注）1. 地域別に関しては、貸出金等は勘定を有する営業店の所在地により区分しております。国内有価証券、コールローン等は｢国内　その他｣に計上しております。非居住者円貸出金、外国有価
証券は｢国外｣に計上しております。

　　　2. 業種別に関しては、国債、ファンド、現金、有形固定資産等は｢その他｣に計上しております。
　　　3. 残存期間別に関しては、株式、ファンド、現金、有形固定資産等は｢期間の定めのないもの｣に計上しております。
　　　4. デフォルトしたエクスポージャーには、内部格付手法を適用したエクスポージャーのうち与信先の債務者区分が｢要管理先｣以下であるものを計上しております。
　　　5. 貸出金の残存期間別残高は、貸出金の最終期限により算出しております。
　　　6. CVAリスクに係るエクスポージャーは含まれておりません。
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期首残高 期中
増加額

期中減少額
その他目的使用

期末残高

●貸倒引当金期末残高、期中増減額

　一般貸倒引当金
　個別貸倒引当金
　　うち非居住者向け債権分
　特定海外債権引当金勘定
合　計

平成27年9月期 平成28年9月期

連結
（単位：百万円）

期首残高 期中
増加額

期中減少額
その他目的使用

期末残高

※
※
※

※
※

期首残高 期中
増加額

期中減少額
その他目的使用

期末残高

　一般貸倒引当金
　個別貸倒引当金
　　うち非居住者向け債権分
　特定海外債権引当金勘定
合　計

平成27年9月期 平成28年9月期

単体

期首残高 期中
増加額

期中減少額
その他目的使用

期末残高

（注）※洗替による取崩額であります。

※
※
※

※
※

●個別貸倒引当金（地域別、業種別）

（注）1. 一般貸倒引当金は地域別、業種別に算定を行っておりません。
　　　2. 特定海外債権引当勘定は該当ありません。

（単位：百万円）
連結

平成27年9月期
期首残高 期中増加額 期中減少額 期末残高 期首残高 期中増加額 期中減少額 期末残高

平成28年9月期

地域別
国内計
　京都・大阪・兵庫・奈良・滋賀
　その他
国外計

合　計
業種別
製造業
農業、林業
漁業
鉱業、採石業、砂利採取業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業、郵便業
卸売業、小売業
金融業、保険業
不動産業、物品賃貸業
各種サービス業
地方公共団体
個人
その他

合　計

（単位：百万円）
単体

平成27年9月期
期首残高 期中増加額 期中減少額 期末残高 期首残高 期中増加額 期中減少額 期末残高

平成28年9月期

地域別
国内計
　京都・大阪・兵庫・奈良・滋賀
　その他
国外計

合　計
業種別
製造業
農業、林業
漁業
鉱業、採石業、砂利採取業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業、郵便業
卸売業、小売業
金融業、保険業
不動産業、物品賃貸業
各種サービス業
地方公共団体
個人
その他

合　計50
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●貸出金償却額（業種別） （単位：百万円）

単体
業種別
製造業
農業、林業
漁業
鉱業、採石業、砂利採取業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業、郵便業
卸売業、小売業
金融業、保険業
不動産業、物品賃貸業
各種サービス業
地方公共団体
個人
その他

合　計

連結
平成27年9月期

単体連結
平成28年9月期

●標準的手法が適用されるエクスポージャーについてリスク・ウェイト区分毎の信用リスク削減手法の
　効果を勘案した後の残高 （単位：百万円）

平成27年9月期
連結

格付有り 格付無し
リスク・ウェイト

合計  

平成28年9月期
格付有り 格付無し

平成27年9月期
単体

格付有り 格付無し
平成28年9月期

格付有り 格付無し

（注）｢格付有り｣とは、適格格付機関が付与した格付を参照しリスク・ウェイトを判定したエクスポージャーであります。
　　　なお、適格格付機関として、株式会社格付投資情報センター（R&I）、株式会社日本格付研究所（JCR）、ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）、S&Pグローバ

ル・レーティング（S&P）を使用しております。

●内部格付手法が適用されるエクスポージャーのうち、スロッティング・クライテリアに割り当てられた
　特定貸付債権のリスク・ウェイト区分毎の残高
●プロジェクト・ファイナンス、オブジェクト・ファイナンス、コモディティ・ファイナンス、
　事業用不動産向け貸付 （単位：百万円）

残存期間 リスク・ウェイト 平成28年9月期スロッティング・クライテリア

優

良

可
弱い

デフォルト
合計

2.5年未満
2.5年以上
2.5年未満
2.5年以上

-
-
-

●ボラティリティの高い事業用不動産向け貸付
　該当ありません。

●内部格付手法が適用されるエクスポージャーのうち、マーケット・ベース方式の簡易手法が適用される
　株式等エクスポージャーのリスク・ウェイト区分毎の残高 （単位：百万円）

単体
上場/非上場 リスク・ウェイト 平成28年9月期

上場
非上場
合計

平成27年9月期

平成27年9月期
連結

平成28年9月期平成27年9月期

（注）1. 連結子会社では該当ありません。
　　　2. 特定貸付債権とは、プロジェクト・ファイナンス、オブジェクト・ファイナンス、コモディティ・ファイナンス、事業用不動産向け貸付及びボラティリティの高い事業用不動産向け貸付に

　 該当する貸付債権であります。
　　　3. スロッティング・クライテリアとは、自己資本比率告示第153条第4項及び第6項に規定する、優・良・可・弱い・デフォルトの5つの区分であります。

（注）マーケット・ベース方式における簡易手法とは、上場株式については300％、非上場株式については400％のリスク・ウェイトを乗じた額を信用リスク・アセットの額とする方式であります。
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●内部格付手法が適用されるポートフォリオについての事項
●事業法人向け、ソブリン向け、金融機関等向けエクスポージャー及びPD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーに係る債務者格付別パラメータ等

（単位：百万円）

連結
平成28年9月期

オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

EAD債務者格付
債務者区分

PD
加重平均値

LGD
加重平均値

リスク・ウェイト
加重平均値

事業法人向けエクスポージャー 
　上位格付
　中位格付
　下位格付
　デフォルト
ソブリン向けエクスポージャー
　上位格付
　中位格付
　下位格付
　デフォルト
金融機関等向けエクスポージャー
　上位格付
　中位格付
　下位格付
　デフォルト
PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャー
　上位格付
　中位格付
　下位格付
　デフォルト

正常先
正常先
要注意先
要管理先以下

正常先
正常先
要注意先
要管理先以下

正常先
正常先
要注意先
要管理先以下

正常先
正常先
要注意先
要管理先以下

連結
平成27年9月期

オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

EAD債務者格付
債務者区分

PD
加重平均値

LGD
加重平均値

リスク・ウェイト
加重平均値

事業法人向けエクスポージャー 
　上位格付
　中位格付
　下位格付
　デフォルト
ソブリン向けエクスポージャー
　上位格付
　中位格付
　下位格付
　デフォルト
金融機関等向けエクスポージャー
　上位格付
　中位格付
　下位格付
　デフォルト
PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャー
　上位格付
　中位格付
　下位格付
　デフォルト

正常先
正常先
要注意先
要管理先以下

正常先
正常先
要注意先
要管理先以下

正常先
正常先
要注意先
要管理先以下

正常先
正常先
要注意先
要管理先以下

（注）1. 事業法人向けエクスポージャーは、中堅中小企業向けエクスポージャーを含みますが、特定貸付債権及び購入債権は含んでおりません。
　　　2. ｢上位格付｣はS～C格、｢中位格付｣はD～G格、｢下位格付｣はH～J格であります。
　　　3. リスク・ウェイトの加重平均値は自己資本比率告示第152条で定められた1.06のスケーリングファクターを乗じる前の信用リスク・アセットの額を基に算出しております。
　　　4. EADとは、内部格付手法が適用されるエクスポージャーについてデフォルトが発生した場合に想定される与信残高であり、エクスポージャーから貸出金と自行預金の相殺分を控除した金額であります。
　　　5. オフ・バランス資産項目のEADは、CCF（与信換算掛目）適用後の数値を使用しております。
　　　6. 他の金融機関等の普通株式等を除く資本調達手段を含んでおりません。
　　　7. PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーのリスク・ウェイト加重平均値は、期待損失額に1,250％を乗じた額を加算した信用リスク・アセット額を基に算出しております。52
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（単位：百万円）

（注）1. 事業法人向けエクスポージャーは、中堅中小企業向けエクスポージャーを含みますが、特定貸付債権及び購入債権は含んでおりません。
　　　2. ｢上位格付｣はS～C格、｢中位格付｣はD～G格、｢下位格付｣はH～J格であります。
　　　3. リスク・ウェイトの加重平均値は自己資本比率告示第152条で定められた1.06のスケーリングファクターを乗じる前の信用リスク・アセットの額を基に算出しております。
　　　4. EADとは、内部格付手法が適用されるエクスポージャーについてデフォルトが発生した場合に想定される与信残高であり、エクスポージャーから貸出金と自行預金の相殺分を控除した金額であります。
　　　5. オフ・バランス資産項目のEADは、CCF（与信換算掛目）適用後の数値を使用しております。
　　　6. 他の金融機関等の普通株式等を除く資本調達手段を含んでおりません。
　　　7. PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャーのリスク・ウェイト加重平均値は、期待損失額に1,250％を乗じた額を加算した信用リスク・アセット額を基に算出しております。

単体
平成28年9月期

オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

EAD債務者格付
債務者区分

PD
加重平均値

LGD
加重平均値

リスク・ウェイト
加重平均値

事業法人向けエクスポージャー 
　上位格付
　中位格付
　下位格付
　デフォルト
ソブリン向けエクスポージャー
　上位格付
　中位格付
　下位格付
　デフォルト
金融機関等向けエクスポージャー
　上位格付
　中位格付
　下位格付
　デフォルト
PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャー
　上位格付
　中位格付
　下位格付
　デフォルト

正常先
正常先
要注意先
要管理先以下

正常先
正常先
要注意先
要管理先以下

正常先
正常先
要注意先
要管理先以下

正常先
正常先
要注意先
要管理先以下

単体
平成27年9月期

オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

EAD債務者格付
債務者区分

PD
加重平均値

LGD
加重平均値

リスク・ウェイト
加重平均値

事業法人向けエクスポージャー 
　上位格付
　中位格付
　下位格付
　デフォルト
ソブリン向けエクスポージャー
　上位格付
　中位格付
　下位格付
　デフォルト
金融機関等向けエクスポージャー
　上位格付
　中位格付
　下位格付
　デフォルト
PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャー
　上位格付
　中位格付
　下位格付
　デフォルト

正常先
正常先
要注意先
要管理先以下

正常先
正常先
要注意先
要管理先以下

正常先
正常先
要注意先
要管理先以下

正常先
正常先
要注意先
要管理先以下
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●居住用不動産向け、適格リボルビング型リテール向け及びその他リテール向けエクスポージャーに係る
　プール区分別パラメータ等

（単位：百万円）

連結
平成28年9月期

掛目加重
平均値

コミットメント未引出額EAD
リスク・ウェイト
加重平均値 オン・バランス

資産項目
オフ・バランス
資産項目

ELdefault
加重平均値

LGD
加重平均値

PD
加重平均値

プール区分

居住用不動産向けエクスポージャー

　非延滞先

　延滞先

　デフォルト

適格リボルビング型リテール向けエクスポージャー

　非延滞先

　延滞先

　デフォルト

その他リテール向けエクスポージャー（事業性）

　非延滞先

　延滞先

　デフォルト

その他リテール向けエクスポージャー（消費性）

　非延滞先

　延滞先

　デフォルト

連結
平成27年9月期

掛目加重
平均値

コミットメント未引出額EAD
リスク・ウェイト
加重平均値 オン・バランス

資産項目
オフ・バランス
資産項目

ELdefault
加重平均値

LGD
加重平均値

PD
加重平均値

プール区分

居住用不動産向けエクスポージャー

　非延滞先

　延滞先

　デフォルト

適格リボルビング型リテール向けエクスポージャー

　非延滞先

　延滞先

　デフォルト

その他リテール向けエクスポージャー（事業性）

　非延滞先

　延滞先

　デフォルト

その他リテール向けエクスポージャー（消費性）

　非延滞先

　延滞先

　デフォルト

（注）1. リスク・ウェイトの加重平均値は自己資本比率告示第152条で定められた1.06のスケーリングファクターを乗じる前の信用リスク・アセットの額を基に算出しております。
　　　2. EADとは、内部格付手法が適用されるエクスポージャーについてデフォルトが発生した場合に想定される与信残高であり、エクスポージャーから貸出金と自行預金の相殺分を控除した

　金額であります。
　　　3. オフ・バランス資産項目のEADは、CCF（与信換算掛目）適用後の数値を使用しております。54

自
己
資
本
の
充
実
の
状
況
〈
定
量
的
な
開
示
事
項
〉



（単位：百万円）

単体
平成28年9月期

掛目加重
平均値

コミットメント未引出額EAD
リスク・ウェイト
加重平均値 オン・バランス

資産項目
オフ・バランス
資産項目

ELdefault
加重平均値

LGD
加重平均値

PD
加重平均値

プール区分

居住用不動産向けエクスポージャー

　非延滞先

　延滞先

　デフォルト

適格リボルビング型リテール向けエクスポージャー

　非延滞先

　延滞先

　デフォルト

その他リテール向けエクスポージャー（事業性）

　非延滞先

　延滞先

　デフォルト

その他リテール向けエクスポージャー（消費性）

　非延滞先

　延滞先

　デフォルト

単体
平成27年9月期

掛目加重
平均値

コミットメント未引出額EAD
リスク・ウェイト
加重平均値 オン・バランス

資産項目
オフ・バランス
資産項目

ELdefault
加重平均値

LGD
加重平均値

PD
加重平均値

プール区分

居住用不動産向けエクスポージャー

　非延滞先

　延滞先

　デフォルト

適格リボルビング型リテール向けエクスポージャー

　非延滞先

　延滞先

　デフォルト

その他リテール向けエクスポージャー（事業性）

　非延滞先

　延滞先

　デフォルト

その他リテール向けエクスポージャー（消費性）

　非延滞先

　延滞先

　デフォルト

（注）1. リスク・ウェイトの加重平均値は自己資本比率告示第152条で定められた1.06のスケーリングファクターを乗じる前の信用リスク・アセットの額を基に算出しております。
　　　2. EADとは、内部格付手法が適用されるエクスポージャーについてデフォルトが発生した場合に想定される与信残高であり、エクスポージャーから貸出金と自行預金の相殺分を控除した

　金額であります。
　　　3. オフ・バランス資産項目のEADは、CCF（与信換算掛目）適用後の数値を使用しております。 55
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●内部格付手法を適用する事業法人向けエクスポージャー、ソブリン向けエクスポージャー、金融機関等向けエクスポージャー、
　PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャー、居住用不動産向けエクスポージャー、適格リボルビング型リテール向け
　エクスポージャー及びその他リテール向けエクスポージャー毎の直前期における損失額の実績値と過去の実績値との対比

単体連結

事業法人向け 
ソブリン向け 
金融機関等向け 
PD/LGD方式を適用する株式等 
居住用不動産向け 
適格リボルビング型リテール向け 
その他リテール向け 
合計

平成28年9月期
区分

平成28年9月期平成27年9月期 増減額
△

△

△

増減額
△

△

△

平成27年9月期

（単位：百万円）

（注）1. 損失額の実績値は、過去１年間に生じた直接償却額及び債権売却損失額と期末時点における個別貸倒引当金及び要管理先に対する一般貸倒引当金の合計額であります。なお、価格変動
リスクの実現のみによる売却損や償却は含めておりません。

2. 連結の損失額の実績値においては、内部格付手法適用子会社である京都信用保証サービス株式会社の求償債権に係る直接償却額、債権売却損失額及び個別貸倒引当金のほか、保証債務に
係る個別貸倒引当金及びデフォルトした債権の一般貸倒引当金を含めております。

＜要因分析＞
主に、事業法人向けエクスポージャーにおいて、直接償却や債権売却が減少したこと、および破綻懸念先以下の与信残高の減少に伴い個別貸倒引当金が減少したことから、
損失額の実績値は前年対比減少しました。

●内部格付手法を適用する事業法人向けエクスポージャー、ソブリン向けエクスポージャー、金融機関等向けエクスポージャー、
　PD/LGD方式を適用する株式等エクスポージャー、居住用不動産向けエクスポージャー、適格リボルビング型リテール向け
　エクスポージャー及びその他リテール向けエクスポージャー毎の長期にわたる損失額の推計値と実績値との対比

連結

事業法人向け 
ソブリン向け 
金融機関等向け 
PD/LGD方式を適用する株式等 
居住用不動産向け 
適格リボルビング型リテール向け 
その他リテール向け 
合計

区分

△
△
△
△
△
△
△

△

（単位：百万円）

△
△
△
△

△
△
△

△

平成26年9月期平成25年9月期

△
△
△

△
△
△

△

△
△
△

△
△
△

△

△
△
△
△

△
△
△

△

対比（A）－（B）損失額の推計値（B）損失額の実績値（A）対比（A）－（B）損失額の推計値（B）損失額の実績値（A）

連結

事業法人向け 
ソブリン向け 
金融機関等向け 
PD/LGD方式を適用する株式等 
居住用不動産向け 
適格リボルビング型リテール向け 
その他リテール向け 
合計

区分 平成28年9月期平成27年9月期
対比（A）－（B）対比（A）－（B） 損失額の推計値（B）損失額の推計値（B） 損失額の実績値（A）損失額の実績値（A）
△
△
△

△
△
△

△

単体

事業法人向け 
ソブリン向け 
金融機関等向け 
PD/LGD方式を適用する株式等 
居住用不動産向け 
適格リボルビング型リテール向け 
その他リテール向け 
合計

区分 平成26年9月期平成25年9月期
対比（A）－（B）損失額の推計値（B）損失額の実績値（A）対比（A）－（B）損失額の推計値（B）損失額の実績値（A）

単体

事業法人向け 
ソブリン向け 
金融機関等向け 
PD/LGD方式を適用する株式等 
居住用不動産向け 
適格リボルビング型リテール向け 
その他リテール向け 
合計

区分 平成28年9月期平成27年9月期
対比（A）－（B）損失額の推計値（B）損失額の実績値（A）対比（A）－（B）損失額の推計値（B）損失額の実績値（A）
△
△
△

△
△
△

△
（注）損失額の実績値は、過去１年間の実績値としております。また、損失額の推計値は、前年同期の自己資本比率算出の際に用いた期待損失額としております。

△
△
△
△

△
△
△

△
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（単位：百万円）

平成27年9月期項目 平成28年9月期
ネッティング効果ならびに担保による信用リスク削減手法の効果を
勘案する前の与信相当額
　グロス再構築コストの合計額
　グロスのアドオンの合計額
一括清算ネッティング契約による与信相当額削減効果額
ネッティング効果勘案後で担保による信用リスク削減手法の効果を
勘案する前の与信相当額  
　派生商品取引
　　外国為替関連取引及び金関連取引
　　金利関連取引
　　株式関連取引
　　貴金属関連取引（金取引を除く）
　　その他コモディティ関連取引
　クレジット・デリバティブ
　長期決済期間取引
担保の額
　適格金融資産担保
　適格資産担保
ネッティング効果ならびに担保による信用リスク削減手法の効果を
勘案した後の与信相当額

（A）

（B）

（C）＝（A）－（B）

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスク
●派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

信用リスク削減手法
●信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

（単位：百万円）

平成28年9月期
適格金融資産
担保

適格資産
担保 適格保証 クレジット・

デリバティブ
エクスポージャー区分

標準的手法適用分
内部格付手法適用分
　事業法人向け
　ソブリン向け
　金融機関等向け
　居住用不動産向け
　適格リボルビング型リテール向け 
　その他リテール向け
合計

平成27年9月期
適格金融資産
担保

適格資産
担保 適格保証 クレジット・

デリバティブ

（注）1. 連結子会社において信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーはございません。
　　　2. 適格金融資産担保とは、現預金、国債・地方債、上場株式等であります。
　　　3. 適格資産担保とは、割引手形勘定の商業手形や電子記録債権、法的に有効な担保権が設定されている不動産担保等であります。

（注）1. 全ての派生商品取引において、与信相当額はカレントエクスポージャー方式を採用して算出しております。
　　　2. 連結子会社において派生商品取引はございません。
　　　3. クレジット・デリバティブに該当する取引はございません。
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●リスク・ウェイトの区分毎の残高及び所要自己資本の額

●再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法の適用について
　信用リスク削減手法を適用した再証券化エクスポージャーはございません。

●自己資本比率告示第247条第1項の規定により1,250％のリスク・ウェイトが適用される証券化エクスポージャーの額及び
　主な原資産の種類別の内訳
　該当ありません。

証券化エクスポージャー
●銀行又は連結グループがオリジネーターである場合における信用リスク・アセットの算出対象となる証券化
　エクスポージャー
　該当ありません。
●銀行又は連結グループが投資家である場合における信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクス
　ポージャー
●主な原資産の種類別の内訳

●銀行又は連結グループがオリジネーターである場合におけるマーケット・リスク相当額の算出対象となる
　証券化エクスポージャー
　該当ありません。

●銀行又は連結グループが投資家である場合におけるマーケット・リスク相当額の算出対象となる証券化
　エクスポージャー
　該当ありません。

マーケット・リスク
●マーケット・リスク
　マーケット・リスク相当額にかかる額を算入しておりません。

アパートローン債権
住宅ローン債権
商業用不動産向け債権
中小企業向けローン債権
企業向け貸付債権
リース債権
合計

原資産の種類

リスク・ウェイト

（単位：百万円）

平成28年9月期

7%
20%

1,250%
合計

（単位：百万円）

所要自己資本
平成28年9月期

残高

うち再証券化
エクスポージャー

平成27年9月期

うち再証券化
エクスポージャー

うち再証券化
エクスポージャー

うち再証券化
エクスポージャー

所要自己資本
平成27年9月期

残高

残高 残高

うち再証券化
エクスポージャー

うち再証券化
エクスポージャー

（注）１. 全てオン・バランス取引であり、オフ・バランス取引は該当ございません。
2. 連結子会社では該当ありません。

（注）１. 全てオン・バランス取引であり、オフ・バランス取引は該当ございません。
2. 連結子会社では該当ありません。
3. 所要自己資本の額はリスク・アセットの額×8％で算出しております。

　          なお、自己資本比率告示第152条で定められた1.06のスケーリングファクターを考慮しております。

58

自
己
資
本
の
充
実
の
状
況
〈
定
量
的
な
開
示
事
項
〉



銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャー

上場株式等エクスポージャー
上場株式等エクスポージャー以外
計

単体

●貸借対照表計上額、時価及び次に掲げる事項に係る貸借対照表計上額

●貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
　連結・単体とも該当ありません。

●株式等エクスポージャーのポートフォリオの区分毎の額

上場株式等エクスポージャー
上場株式等エクスポージャー以外
計

連結
（単位：百万円）

時価貸借対照表計上額

時価貸借対照表計上額
平成27年9月期

平成27年9月期
時価貸借対照表計上額

時価貸借対照表計上額
平成28年9月期

平成28年9月期

●売却及び償却に伴う損益の額

売却損益額
償却額

平成28年9月期

（単位：百万円）

連結

平成27年9月期 平成28年9月期平成27年9月期

平成28年9月期平成27年9月期

単体

単体

●貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額

貸借対照表で認識され、かつ、
損益計算書で認識されない評価損益の額

平成28年9月期

（単位：百万円）

連結
平成27年9月期

マーケット・ベース方式の簡易手法が適用される株式等エクスポージャー
マーケット・ベース方式の内部モデル手法が適用される株式等エクスポージャー
PD/LGD方式が適用される株式等エクスポージャー
上記以外でリスク・ウェイト100％が適用される株式等エクスポージャー
合計

連結
区分

（単位：百万円）

平成28年9月期平成27年9月期

マーケット・ベース方式の簡易手法が適用される株式等エクスポージャー
マーケット・ベース方式の内部モデル手法が適用される株式等エクスポージャー
PD/LGD方式が適用される株式等エクスポージャー
上記以外でリスク・ウェイト100％が適用される株式等エクスポージャー
合計

単体
区分

平成28年9月期平成27年9月期
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銀行勘定における金利リスク

平成28年9月期平成27年9月期

9,7147,027VaR

●銀行勘定における金利リスクに関して内部管理上使用した金利ショックに対する損益又は経済的価値の増減額

（単位：百万円）

（注）算定手法は、信頼係数：９９％、保有期間：１か月、シミュレーション法：ヒストリカル・シミュレーション法であります。

平成28年9月期平成27年9月期

アウトライヤー基準に基づく標準的金利ショックによって計算される経済価値の増減額

アウトライヤー比率

（単位：百万円）

（注）金利ショックは、円貨、外貨ともに９９パーセンタイル値と１パーセンタイル値であります。

　金利リスクに関しては、連結貸借対照表における総資産の大部分を銀行が占めることから銀行単体にて月次で計測し、管理しております。
　また、円貨流動性預金の金利リスクについては、コア預金内部モデルでの計測結果を使用して算出、期限前返済については、一部の債券を
除いて、期限前返済（解約）はないものとして計測しております。

信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー
●信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャーの額

14,483
24,429
1,758
-
0

40,672

平成28年9月期
31,680
25,729
1,447
-

982
59,840

平成27年9月期

単体
区分

ルックスルー方式
修正単純過半数方式
マンデート方式
簡便方式（リスク・ウェイト400％）
簡便方式（リスク・ウェイト1,250％）
合計

14,483
24,429
1,759
-
0

40,672

平成28年9月期
31,680
25,729
1,448
-

982
59,841

平成27年9月期

連結
区分

ルックスルー方式
修正単純過半数方式
マンデート方式
簡便方式（リスク・ウェイト400％）
簡便方式（リスク・ウェイト1,250％）
合計

（単位：百万円）

11,680

3.0%

22,159

5.9%

（注）1. ルックスルー方式とは、当該エクスポージャーの裏付けとなる個々の資産の信用リスク・アセットを算出し足し上げる方式であります。
　　　2. 修正単純過半数方式とは、当該エクスポージャーの裏付けとなる資産の総額の過半数を占める株式等エクスポージャーに対応するリスク・ウェイトを適用する方式であります。
　　　3. マンデート方式とは、ファンドの運用基準に基づき最も信用リスク・アセットが大きくなる資産構成を想定し、個々の資産の信用リスク・アセットを足し上げる方式であります。
　　　4. 簡便方式とは、当該エクスポージャーの裏付けとなる資産のリスク・ウェイトの加重平均が400％を下回る蓋然性が高い場合は400％のリスク・ウェイトを適用し、それ以外の場合は
　　　　 1,250％のリスク・ウェイトを適用する方式であります。
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